
科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

8,737,948 5,752,696
現 金 預 金 2,201,222 支 払 手 形 1,596,295
受 取 手 形 1,775,635 買 掛 金 398,782
売 掛 金 1,830,365 短 期 借 入 金 2,200,000
製 品 1,911,374 1年以内に期限到来の長期借入金 455,956
半 製 品 73,010 未 払 金 122,952
仕 掛 品 313,403 未 払 費 用 65,615
原 材 料 414,589 未 払 法 人 税 等 101,615
繰 延 税 金 資 産 99,523 前 受 金 420,099
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 37,246 預 り 金 25,789
そ の 他 186,800 従 業 員 預 り 金 205,818
貸 倒 引 当 金 △ 105,223 金 利 ス ワ ッ プ 6,327

賞 与 引 当 金 153,444

6,335,489

5,338,490
建 物 3,251,999 3,446,008
構 築 物 176,558 長 期 借 入 金 2,536,388
機 械 及 装 置 976,030 退 職 給 付 引 当 金 832,930
車 両 運 搬 具 16,490 役員退職慰労引当金 70,930
工 具 器 具 備 品 89,496 預 り 保 証 金 5,759
土 地 750,418 9,198,704
建 設 仮 勘 定 77,496

293,115
特 許 権 72
商 標 権 383 1,395,000
電 話 施 設 利 用 権 3,581 1,105,858
営 業 権 254,387 資 本 準 備 金 1,105,858
ソ フ ト ウ ェ ア 34,691 3,297,609

703,882 利 益 準 備 金 85,250
投 資 有 価 証 券 467,049 任　意　積　立　金 2,730,523
出 資 金 1,591 　退 職 給 与 積 立 金 540,000
子 会 社 株 式 25,727 固定資産圧縮積立金 40,523
長 期 貸 付 金 7,250 　別   途   積   立   金 2,150,000
長 期 前 払 費 用 11,318 当 期 未 処 分 利 益 481,835
契 約 保 証 金 18,980 92,113
繰 延 税 金 資 産 171,966 △ 15,848

　　　資　本　合　計 5,874,732

　　資　　産　　合　　計 15,073,437 負　債　・　資　本　合　計 15,073,437

    流　動　資　産    流　動　負　債

貸　　借　　対　　照　　表
( 平成１６年 ３月３１日 現 在 ）

  （ 資 産 の 部 ）   ( 負 債 の 部 ）

  資　　本　　金

  ( 資 本 の 部 )

（単位：千円）

   自     己     株     式

   株 式 等 評 価 差 額 金

    投資その他の資産

   固　定　資　産

    無形固定資産

   固　定　負　債

  資  本  剰  余  金

  利　益  剰  余  金

　負　債　合　計

    有形固定資産



損  益  計  算  書 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 16 年 3 月 31 日 

（単位：千円） 

科        目 金        額 

営  業  収  益 

売 上 高

営  業  費  用 

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

 ６，８６７，４９０

 ３，３３４，９０４

 １０，３３１，６２０

 １０，２０２，３９５

営 

業 

損 

益 

の 

部 

営  業  利  益   １２９，２２４

 ５０９

８，５８７

 ５９，８０８

 ３，２７２

営 

業 

外 

損 

益 

の 

部 

営   業   外   収   益 
受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

土 地 建 物 賃 貸 料

営   業   外   費   用 
支 払 利 息

手 形 売 却 損 失

雑 損 失

現 金 歩 引

 １０２，６５７

 １０９

 ２，２１６

 １，２８１

 ７２，１７７

 １０６，２６４

経 
 
 

常 
 
 

損 
 
 

益 
 
 

の 
 
 

部 

 経  常  利  益  ９５，１３８

特
別
損
益
の
部 

特  別  利  益 

 国 庫 補 助 金 等 

特  別  損  失  

厚生年金基金解散特別掛金 

 
２１０，５００

 
６８，３２３ １４２，１７７

 ２３７，３１５

 １０６，１９０

 △１１，２７７

 １４２，４０２

 ３３９，４３３

 

 

 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益  ４８１，８３５

 

  

          

           

           

 

 



（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法） 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

 (3) その他の有価証券 

① 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定している） 

② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

   (４)デリバティブの評価基準及び評価方法 

     時価法を採用しております。 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  原材料、仕掛品、半製品、製品は移動平均法による原価法 

３．固定資産の減価償却方法 

 (1) 有形固定資産は定率法、ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を
除く)については、定額法を採用しております。 
立体駐車場は定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 
      建物及び構築物   ７～５０年 
      機械装置及び運搬具 ４～１２年 

 (2) 無形固定資産は定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上しておりま

す。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（666,741 千円）については、5年による按分額を費用処理して

おります。数理計算上の差異は５年による定額により按分した額をそれぞれ発生の翌会計

年度から費用処理するものとしている。 

   過去勤務債務の費用処理については、５年による按分額を費用処理しております。 

 (4) 役員退職給付引当金 

   役員の退職金に備えるため、会社内規に基づいて期末要支給額を計上しております。 

   なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

５．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 



６．消費税等の会計処理方法 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

７．ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 

（重要な会計方針の変更） 

１．交換薬損失の会計処理 

  当期より、営業活動に基づく損益の区分をより適切に表示するため、これらの取引額につい

て、販売費及び一般管理費に計上する方法から売上高より控除する方法に変更いたしました。

この変更により、従来の方法に比べ「売上高」は、５７４,０５７千円減少いたしますが、「販

売費及び一般管理費」も同額減少するため、「営業利益」、「経常利益」、「税引前当期純利益」、

「当期純利益」に与える影響はありません。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額        ６,１８３,２５６千円 

３．担保に供している固定資産 

    土    地   ３５４,１９４千円 

    建    物  ２,６６０,４７４千円 

                投資有価証券      ３３,８８０千円 

    ４．子会社に対する短期金銭債権     １５６,１４０千円 

   子会社に対する短期金銭債務     ２００,１８６千円 

    ５．商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した貸借対照表
上の純資産額は、９２,１１３千円であります。 

６．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産

として機械及び装置・パソコンほかがあります。 

 

（損益計算書に関する注記） 

    １．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．子会社との取引高 

      売  上  高          849,980 千円 
      仕  入  高          691,296 千円 
      営業取引以外の受取高            3,483 千円 
      営業取引以外の支払高             437 千円 
    ３．1株あたりの当期純利益          １３円７５銭 

        第８８期まで期中平均発行済株式総数により算出しておりましたが、第８９期から、自己株式を控除した 

期中平均発行済株式総数によって算出しております。 

 




